
米子市皆生３丁目３９８番１４

低層住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ区画整然とし
た住宅地域

9

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北150 50 150 50 低層住宅地

-

１中専(60,200)

人気の有る住宅地と無い住宅地との二極分化がはっきり見え始め
ている。

開発されてから相当期間が経過した住宅地域であり、需要が減退
していたが、周辺宅地価格に比して安価であり、需要が回復しつ
つある。

特になし。

自用目的での取引が主で、周辺類似地域において信頼性のある取引事例が収集できた。一方標準地は、一般社会人向けのア
パート等も混在しているが、その他の収益物件は、戸建住宅が転勤等の事情により定期借家で賃貸されるケースが散見され
る程度である。従って、比準価格を標準とし、収益価格を参考とし、指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通
り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

安定した既存住宅地域であり、現況のまま推移していくものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 36,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

米子駅北東
5km

米子
5km

(8)

北西6.5m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　

県道背後に位置する開発後
相当期間が経過した住宅地
域。

基準方位北
６．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「皆生３－９－６」

②地積

（㎡）

225

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

36,700 円／㎡

21,800 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.5％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 6 令和 6年 7月 24日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

36,800

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

米子（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+4.0

+30.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

50,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

137.9 ］

100.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 6年 1月]

令和 6年 6月 14日 正常価格

令和 6年 7月 12日令和 6年 7月 1日

8,260,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 36,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

29,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、米子市北部の市街化区域内の一般住宅地域が存する圏域。需要者の中心は同圏域居住者がほとんどであるが、
圏外からの流入も見受けられる。やや古い住宅地であるため、周辺住宅地に需要がシフトしており、需要増は期待薄である。
土地は２００㎡程度で７５０万程度、新築の戸建住宅で３，７５０万程度の物件が取引の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

米子（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

米子（県） －

基準地番号 提出先

6 鳥取県

所属分科会名

鳥取県鳥取

業者名

氏名



36,714

37,181

47,360

38,328

39,684

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ長
方形

長方形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

長方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

１住居
(60,160)

１中専
(60,200)

１中専
(60,200)

１住居
(60,160)

１住居
(70,200)

建付
地

建付
地

更地

更地

更地

南4m道路
中間画地

南西6m市道
中間画地

南西6m市道
中間画地

南東4m市道､南
西2.8m
角地

南8m市道､西5m
角地

35,016 38,60038,606

24,312 35,80035,751

45,375 36,80036,799

38,901 36,90036,925

41,500 35,40035,369

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

95.0

65.0

/

/

/

95.1

104.0

128.7

103.8

112.2

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２４７０
５３

24-

（ ）

２４７０
６１

2-

（ ）

２４７０
５１

4-

（ ）

２４７０
９１

26-

（ ）

２４７１
１１

81-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

102.0［

100101.6［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

101.0［

100100.4［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

96.0［

100100.2［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

101.9［

100100.4［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

105.1［

100100.5［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

-2.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

+0.06

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

+2.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-3.00.0 交通･接近 0.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.06

交通･接近街路

画地

％／月

+1.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.0 +5.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.06

交通･接近街路

画地

％／月

-4.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.0 +30.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.06

交通･接近街路

画地

％／月

+1.9

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-3.0 +7.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.06

交通･接近街路

画地

％／月

+5.1

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+2.0 +10.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 36,700

米子（県） 6－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

2,070,303

-

③純収益

⑧収益価格 4,905,200 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

21,800( 円／㎡)

％

0.9707 5.0 0.0 )(

5.02,488,313 418,010 252,6631,817,640 245,260

(3)収益価格算定内訳

米子（県） 6－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

既成宅地化しているため、再調達原価の把握が困難。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



6－ 宅地-4米子（県）

)

２４７１１（収
）

２４７０５（収
） －

－

4

－5

１中専

99.0

102.0

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1 2

100

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
6.5

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

共同住宅

225

180.0090.00

ファミリータイプ、約４５㎡ 100.0 外階段のため

60 200 200

90.00 100.0 90.00
215,6402.0

1,198 107,820
～

180.00 180.00 215,640
431,280

2,587,680215,640

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

4,140431,280

3

0

2,488,313 11,059

％

＝×

11.0 20.0

２

⑤公法上の規制等

市道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

1,150

1,196

100

100

( )

1,184

1,200

1,198

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

100100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

1,215

100

100 100

100

100 100

100

100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

100.0

～

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

1,238(

1,239

ＬＳ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

居宅

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 180.00 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金により担保されている 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

103,507

4.02,587,680

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円2,484,173

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0％×

＝0.3400円× 96.0％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 12,380

円

円

円

円

円

円

円

97,200

77,630

182,200

24,300

24,300

0

％50.0

0.4×24,300,000

3.0×2,587,680

査定額

24,300,000 × 15.00× ／ 1000

24,300,000

0.10

× 0.10

24,300,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.0

45

20

0.0

35

15

0.5 年 0.9707

円1,817,640

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

2,070,303

1,817,640

252,663

245,260

1,090

2,488,313

418,010

(

(経費率 円/㎡)

21,800

16.81,858

180.00135,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

418,010

24,300,000

0.0748

8,078

5.0

4,905,200

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

6－ 宅地-5米子（県）

％ 年35 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0611 45 0.0963 20％＋

仕上部分

×0.0802 35



6－ 宅地-7

Ｎｏ

米子（県）

米子市皆生三丁目398番141 2702000332096-0000

所在及び地番 不動産ＩＤ

４　不動産ＩＤ
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4

5

6

7

8

9
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15

16
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21
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24

25

26

27

28

29
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31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

備考



米子市両三柳字三保向ヒ４５６８番１０３

低層住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ区画整然とし
た住宅団地

9

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 100 100 低層住宅地

-

１中専(60,200)

住宅ローン金利の低さから住宅需要は旺盛であったが、当該金利
の上昇や建築費の高騰等による影響に留意する必要がある。

地域要因の変動は特に認められない。

個別的要因の変動はない。

取引が活発な地域であり、市場参加者が取引価格水準を把握しやすいことから、市場参加者は取引価格水準を重視して意思
決定するものと判断する。よって、比準価格の説得力は高い。圏域内でアパートの建築は散見され、これらの事例等を参考
に収益価格を試算したが、土地を外部取得して建築事例はほとんどなく、収益価格の説得力は劣る。以上から、比準価格を
標準として、収益価格は参考に留め、指定基準地との均衡等に留意のうえ、鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

住環境と利便性は比較的良好であると認められる。米子市内の他の住宅地域の活況の波及効果を得て、地価水準は横這いま
たは上昇傾向にて推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 33,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

米子駅北西
6.3km

米子
6.3km

(8)

南東4m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　

中規模一般住宅を主とする
郊外の住宅団地

基準方位北、４ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

316

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

17.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

33,700 円／㎡

25,100 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.6％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 6 令和 6年 7月 16日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

34,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

米子（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+5.0

0.0

+45.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

50,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

152.3 ］

100.4［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 6年 1月]

令和 6年 7月 2日 正常価格

令和 6年 7月 15日令和 6年 7月 1日

10,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 33,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、米子市内の住宅地域である。特に代替・競争関係が強いのは両三柳等の米子市北部の既成住宅地域である。
選好性の高い福米地区に隣接し、利便性は遜色ない一方で、地価水準は割安である。典型的な需要者は自己の住宅の取得を
目論む勤労世帯であるが、良好な利便性と割安感により需要は比較的堅調である。既成住宅地域につき供給される画地規模
も多様であるが、市場参加者は類似不動産の取引価格（単価）に着目して意思決定するものと判断する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

米子（県） 7－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

米子（県） －

基準地番号 提出先

7 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

氏名



33,687

32,073

33,864

29,375

31,040

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

長方形

ほぼ整
形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

ほぼ正
方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

１中専
(60,200)
地区計画等

１中専
(70,200)

「調区」
(70,240)

１中専
(70,200)

「調区」
(70,240)

更地

更地

更地

更地

建付
地

東6m市道
中間画地

南西9m市道､北
西6m
角地

南東4m私道
中間画地

北西6m市道､南
西6m
角地

南4m市道
中間画地

33,486 33,40032,706

33,223 33,10032,463

33,259 34,90034,206

29,112 33,30032,639

31,661 34,40033,739

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

/

/

/

/

100

103.0

98.8

99.0

90.0

92.0

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２４７１
１１

83-

（ ）

２４７０
５１

20-

（ ）

２４７０
５１

21-

（ ）

２４７０
９１

19-

（ ）

２４７１
１３

41-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100100.6［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

104.0［

100100.4［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

98.9［

100100.7［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

99.8［

100100.7［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

102.0［

100100［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

102.0［ ］

100

+3.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

+0.11

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+2.00.0 交通･接近 -2.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.06

交通･接近街路

画地

％／月

+4.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+5.0 -5.00.0 交通･接近 -1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.06

交通･接近街路

画地

％／月

+2.0

-3.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.00.0 交通･接近 -1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.10

交通･接近街路

画地

％／月

-0.2

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+2.0 -10.00.0 交通･接近 -2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

+2.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 -8.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 33,700

米子（県） 7－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

2,997,242

-

③純収益

⑧収益価格 7,943,480 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

25,100( 円／㎡)

％

0.9707 5.0 0.0 )(

5.03,594,009 596,767 409,1622,588,080 397,174

(3)収益価格算定内訳

米子（県） 7－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

既成市街地のため再調達原価の把握が困難であるため。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



7－ 宅地-4米子（県）

)

２４７１１（収
）

２４７０５（収
） －

－

4

－5

１中専

110.0

108.0

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1 2

100

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
4.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

共同住宅

316

252.80126.40

４２㎡程度のファミリータイプを想定。 100.0 外階段のため

60 200 200

126.40 100.0 126.40
292,7422.0

1,158 146,371
～

252.80 252.80 292,742
585,484

3,512,904292,742

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

5,621585,484

3

0

3,594,009 11,373

％

＝×

17.0 18.0

２

⑤公法上の規制等

市道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

1,150

1,110

100

100

( )

1,184

1,160

1,158

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

97.0100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

1,208

100

100 100

95.0

100 100

100

100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

100.0

～

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

1,238(

1,239

ＬＳ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

住宅

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 252.80 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金等で担保されているため計上しない 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

140,516

4.03,512,904

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円3,588,388

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0％×

＝0.3400円× 96.0％×

1.00

円

円×216,000 ％＋

216,000 円12ヶ月＋3,000 ＝×円/台 6台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 17,800

円

円

円

円

円

円

円

138,400

111,867

259,500

34,600

34,600

0

％50.0

0.4×34,600,000

3.0×3,728,904

査定額

34,600,000 × 15.00× ／ 1000

34,600,000

0.10

× 0.10

34,600,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.0

45

20

0.0

35

15

0.5 年 0.9707

円2,588,080

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

2,997,242

2,588,080

409,162

397,174

1,257

3,594,009

596,767

(

(経費率 円/㎡)

25,100

16.61,889

252.80137,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

596,767

34,600,000

0.0748

8,190

5.0

7,943,480

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

7－ 宅地-5米子（県）

％ 年35 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0611 45 0.0963 20％＋

仕上部分

×0.0802 35



7－ 宅地-7

Ｎｏ

米子（県）

米子市両三柳字三保向ヒ４５６８番１０３1 2702000573880-0000

所在及び地番 不動産ＩＤ

４　不動産ＩＤ
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米子市目久美町３４番９外

低層住宅地

一般住宅、共同住宅
のほか事業所も介在
する混在住宅地域

2

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 50 70 100 低層住宅地

-

１住居(60,200)

住宅需要は、生活利便性が良好であり人気がある地域と無い地域
との二極化がはっきり見えてきた。

米子駅の南北通路が完成したことにより、米子駅への接近性が向
上し、宅地需要も増加しつつある。

特になし。

自用目的での取引が主で、周辺類似地域において信頼性のある取引事例が収集できた。一方標準地は、一般社会人向けのア
パート等も混在しているが、土地価格に見合う賃料水準が形成されていないため、収益価格は低位となった。従って、快適
性を重視する住宅地域であるので、比準価格を標準とし、収益価格を関連づけ、指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額
を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

米子駅南北通路が完成することを見越して、ミニ開発が行われており、今後の発展が期待される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 44,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

米子駅東
1.5km

米子
250m

(8)

南東6m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　

一般住宅の中にアパート等
が見られる住宅地域

基準方位北
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

198

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

45,000 円／㎡

23,700 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.1％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 6 令和 6年 7月 24日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

45,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

米子（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

-8.0

-3.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

38,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

87.5 ］

100.5［ ］ 102.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 6年 1月]

令和 6年 6月 14日 正常価格

令和 6年 7月 12日令和 6年 7月 1日

8,910,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 45,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、ＪＲ山陰本線以南の旧米子市旧市街地の一般住宅地域が存する圏域。需要者の中心は同圏域居住者がほとん
どである。熟成した住宅地域であり宅地供給が少ないため、取引件数も少ない。土地は２００㎡程度で９００万程度、新築
の戸建住宅で３，９００万程度の物件が需要の中心であろう。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

米子（県） 8－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

米子（県） －

基準地番号 提出先

8 鳥取県

所属分科会名

鳥取県鳥取

業者名

氏名



41,667

43,028

53,759

30,528

36,686

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

準工
(60,200)
特別用途地区

近商
(90,300)

準工
(70,200)
特別用途地区

１住居
(60,160)

１中専
(60,160)

建付
地

更地

更地

更地

建付
地

北東6m市道
中間画地

北東5.5m市道､
北西5m
角地

北東5m市道､北
西6m
角地

西4m市道
中間画地

西4m市道
中間画地

36,910 45,20044,327

44,468 45,70044,821

54,446 48,10047,198

30,226 43,00042,108

36,467 43,70042,857

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

90.0

/

/

/

100

94.0

96.0

113.9

72.5

85.6

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２４７０
５３

25-

（ ）

２４７０
５３

26-

（ ）

２４７０
５３

27-

（ ）

２４７０
５３

28-

（ ）

２４７０
５１

37-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100101.6［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

105.0［

100101.6［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

103.0［

100101.7［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100101.0［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100100.6［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

102.0［ ］

100

-6.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

+0.06

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.00.0 交通･接近 0.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.06

交通･接近街路

画地

％／月

+5.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.0 -3.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.06

交通･接近街路

画地

％／月

+3.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.0 +15.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.06

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.0 -26.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.06

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.0 -10.00.0 交通･接近 -3.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 45,000

米子（県） 8－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

1,881,127

-

③純収益

⑧収益価格 4,687,280 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

23,700( 円／㎡)

％

0.9689 5.0 0.0 )(

5.02,253,698 372,571 241,8871,639,240 234,364

(3)収益価格算定内訳

米子（県） 8－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

既成宅地化しているため、再調達原価の把握が困難。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ
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)

２４７０５（収
）

２４７０５（収
） －

－

6

－5

１住居

100

97.0

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1 2

100

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
6.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

共同住宅

198

158.4079.20

単身者用約４０㎡ 100.0 外階段のため

60 200 200

79.20 100.0 79.20
195,3082.0

1,233 97,654
～

158.40 158.40 195,308
390,616

2,343,696195,308

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

3,750390,616

3

0

2,253,698 11,382

％

＝×

10.0 20.0

２

⑤公法上の規制等

市道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

1,092

1,154

100

100

( )

1,154

1,235

1,233

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

100100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

1,362

100

100 100

100

100 100

100

100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

100.0

～

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

1,287(

1,321

Ｗ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

住宅

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 158.40 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金で担保されており計上しない。 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

93,748

4.02,343,696

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円2,249,948

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0％×

＝0.3400円× 96.0％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 13,360

円

円

円

円

円

円

円

85,600

70,311

160,500

21,400

21,400

0

％50.0

0.4×21,400,000

3.0×2,343,696

査定額

21,400,000 × 15.00× ／ 1000

21,400,000

0.10

× 0.10

21,400,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.0

45

20

0.0

30

15

0.5 年 0.9689

円1,639,240

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

1,881,127

1,639,240

241,887

234,364

1,184

2,253,698

372,571

(

(経費率 円/㎡)

23,700

16.51,882

158.40135,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

372,571

21,400,000

0.0766

8,279

5.0

4,687,280

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

8－ 宅地-5米子（県）

％ 年35 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0651 45 0.0963 20％＋

仕上部分

×0.0802 35



8－ 宅地-7

Ｎｏ

米子（県）

米子市目久美町34番91 2702000509434-0000

所在及び地番 不動産ＩＤ

４　不動産ＩＤ

米子市目久美町34番222 2702010029663-0000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

備考



米子市西福原４丁目２５２番

低層住宅地

一般住宅、共同住宅
、事業所の混在する
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北150 50 100 100 低層住宅地

-

１住居(60,200)

住宅ローン金利の低さから住宅需要は旺盛であったが、当該金利
の上昇や建築費の高騰等による影響に留意する必要がある。

地域要因の変動は特に認められない。

個別的要因の変動はない。

取引が活発な地域であり、市場参加者が取引価格水準を把握しやすいことから、市場参加者は取引価格水準を重視して意思
決定するものと判断する。よって、比準価格の説得力は高い。圏域内でアパートの建築は散見され、収益還元法において、
これらの事例等を参考に試算したが、土地を外部取得して建築事例はほとんどなく、収益価格の説得力は劣ると判断する。
以上から、比準価格を標準として、収益価格は参考に留め、鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

住環境が良好で、生活利便性も比較的高く、需要が堅調な人気の高い住宅地域である。地価水準は横這いまたは上昇傾向に
て推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 50,500円／㎡

公示価格 50,600円／㎡

標準地番号 米子 5-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

米子駅北
2.8km

米子
2.8km

(8)

北西8.5m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北８．５
ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「西福原４－４－１２」

②地積

（㎡）

242

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 17.0  ｍ、　規模 240  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

50,700 円／㎡

29,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.4 +0.2％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 6 令和 6年 7月 16日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 6年 1月]

令和 6年 7月 2日 正常価格

令和 6年 7月 15日令和 6年 7月 1日

12,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 50,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

40,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、米子市北部の住宅地域である。良好な住環境と高い利便性を兼ね備え、米子市の住宅地において一番地価の
高い圏域である。典型的な需要者は自己の住宅の取得を目論む勤労世帯であるが、良好な住環境と高い利便性を兼ね備える
地域であることから、圏域内のみならず、圏域外から転入も見られる。既成住宅地域につき供給される画地規模も多様であ
るが、市場参加者は類似不動産の取引価格に着目して意思決定するものと判断する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

米子（県） 9－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

米子（県） －

基準地番号 提出先

9 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

氏名



48,659

47,688

46,123

49,129

50,836

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

不整形

長方形

ほぼ正
方形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

１住居
(60,164)

１住居
(60,200)

１住居
(60,160)

１中専
(60,160)

１住居
(70,200)

更地

更地

更地

更地

更地

北東4.1m市道､
南西3m
二方路

南6m道路
中間画地

南4m市道､東
3.5m
角地

南東4m道路､北
東5m
角地

北西8m市道､北
東4.5m
角地

43,677 51,20051,220

48,400 49,70049,675

47,968 48,60048,551

52,408 52,80052,770

53,271 51,30051,349

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

/

/

/

/

/

95.0

96.0

95.0

93.1

99.0

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２４７１
１１

23-

（ ）

２４７１
１１

47-

（ ）

２４７０
９１

6-

（ ）

２４７０
９１

34-

（ ）

２４７０
９１

35-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

90.3［

100100.6［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

102.0［

100100.5［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

104.0［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

107.1［

100100.4［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

105.0［

100100.2［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

0.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

+0.06

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-9.7

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-4.00.0 交通･接近 -1.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.06

交通･接近街路

画地

％／月

+2.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-4.0 0.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

+4.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-5.0 0.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.06

交通･接近街路

画地

％／月

+7.1

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-5.0 0.00.0 交通･接近 -2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.03

交通･接近街路

画地

％／月

+5.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.00.0 交通･接近 -1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 50,700

米子（県） 9－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

2,344,172

-

③純収益

⑧収益価格 7,027,320 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

29,000( 円／㎡)

％

0.9707 5.0 0.0 )(

5.02,810,349 466,177 361,9721,982,200 351,366

(3)収益価格算定内訳

米子（県） 9－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

既成市街地のため再調達原価の把握が困難であるため。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



9－ 宅地-4米子（県）

)

２４７０１（収
）

２４７１１（収
） －

－

5

－8

１住居

100

100

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1 2

100

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
8.5

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

共同住宅

242

193.6096.80

５０㎡程度のファミリータイプ 100.0 外階段のため

60 200 200

96.80 100.0 96.80
243,5482.0

1,258 121,774
～

193.60 193.60 243,548
487,096

2,922,576243,548

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

4,676487,096

3

0

2,810,349 11,613

％

＝×

14.0 17.0

２

⑤公法上の規制等

市道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

1,195

1,265

100

100

( )

1,227

1,260

1,258

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

97.0100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

1,246

100

100 100

95.0

100 100

100

100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

100.0

～

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

1,150(

1,184

ＬＳ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

住宅

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 193.60 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金等により担保されているため計上しない。 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

116,903

4.02,922,576

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円2,805,673

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0％×

＝0.3400円× 96.0％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 20,800

円

円

円

円

円

円

円

106,000

87,677

198,700

26,500

26,500

0

％50.0

0.4×26,500,000

3.0×2,922,576

査定額

26,500,000 × 15.00× ／ 1000

26,500,000

0.10

× 0.10

26,500,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.0

45

20

0.0

35

15

0.5 年 0.9707

円1,982,200

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

2,344,172

1,982,200

361,972

351,366

1,452

2,810,349

466,177

(

(経費率 円/㎡)

29,000

16.61,926

193.60137,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

466,177

26,500,000

0.0748

8,191

5.0

7,027,320

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

9－ 宅地-5米子（県）

％ 年35 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0611 45 0.0963 20％＋

仕上部分

×0.0802 35
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Ｎｏ

米子（県）

米子市西福原四丁目２５２番1 2702000428179-0000
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2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

備考



米子市博労町３丁目３７番

低層住宅地

一般住宅を中心とし
た既成住宅地域

2

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 50 100 低層住宅地

-

１住居(60,200)

人気の有る住宅地と無い住宅地との二極分化がはっきり見え始め
ている。

市街地に近い住宅地であり、生活の利便性が概ね良好であるため、
需要は堅調である。

特になし。

自用目的での取引が主で、周辺類似地域において信頼性のある取引事例が収集できた。一方標準地は、一般社会人向けのア
パート等も混在しているが、土地価格に見合う賃料水準が形成されていないため、収益価格は低位となった。従って、快適
性を重視する住宅地域であるので、比準価格を標準とし、収益価格を参考とし、指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額
を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

既存の住宅地域であり、変動要因も見受けられないことから、現況のまま推移していくものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 35,300円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

博労町駅北
300m

博労町
300m

(8)

南東6.5m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　

中規模一般住宅が建ち並ぶ
住宅地域

基準方位北
６．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

330

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

120.0  ｍ、　奥行　約 28.0  ｍ、　規模 340  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

35,300 円／㎡

23,500 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 6 令和 6年 7月 24日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

35,400

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

米子（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-5.0

+17.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

38,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

111.2 ］

100.5［ ］ 102.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 6年 1月]

令和 6年 6月 14日 正常価格

令和 6年 7月 12日令和 6年 7月 1日

11,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 35,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

28,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、米子市旧市街地に近接した市街化区域内の一般住宅地域が存する圏域。需要者の中心は同圏域居住者がほと
んどであるが、圏外からの流入も見受けられる。やや古い住宅地であるため、周辺住宅地に需要がシフトしており、需要増
は期待薄である。土地は３４０㎡程度で１，２００万程度、新築の戸建住宅で４，２００万程度の物件が取引の中心となっ
ている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

米子（県） 10－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

米子（県） －

基準地番号 提出先

10 鳥取県

所属分科会名

鳥取県鳥取

業者名

氏名



35,282

50,298

40,621

39,126

31,500

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ整
形

長方形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

長方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

１住居
(60,160)

商業
(90,500)
準防
駐車場整備地区

１住居
(60,200)

商業
(90,360)
準防

１住居
(60,180)

建付
地

建付
地

建付
地

建付
地

建付
地

北東4m市道

南西8.5m市道
中間画地

東6m市道
中間画地

北西6m市道
中間画地

北東4.5m市道､
北西4m､南東4m
三方路

34,967 37,10036,373

50,448 39,40038,661

40,105 32,20031,563

23,834 35,00034,351

30,218 32,80032,143

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

100

100

100

70.0

95.0

97.0

130.1

128.7

113.9

98.0

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２４７０
５３

30-

（ ）

２４７１
１１

3-

（ ）

２４７０
５３

32-

（ ）

２４７０
５３

33-

（ ）

２４７０
５３

34-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100100.9［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

101.0［

100100.7［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

101.0［

100102.3［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

86.5［

10099.4［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

103.0［

100102.0［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

102.0［ ］

100

0.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

+0.06

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-3.00.0 交通･接近 0.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.06

交通･接近街路

画地

％／月

+1.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+2.0 +25.00.0 交通･接近 +2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.06

交通･接近街路

画地

％／月

+1.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.0 +30.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.02

交通･接近街路

画地

％／月

-13.5

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.0 +15.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.06

交通･接近街路

画地

％／月

+3.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.0 0.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 35,300

米子（県） 10－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

3,166,263

-

③純収益

⑧収益価格 7,739,640 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

23,500( 円／㎡)

％

0.9707 5.0 0.0 )(

5.03,801,843 635,580 398,6632,767,600 386,982

(3)収益価格算定内訳

米子（県） 10－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

既成宅地化しているため、再調達原価の把握が困難。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ
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)

２４７０５（収
）

２４７０５（収
） －

－

8

－7

１住居

105.0

105.0

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1 2

100

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
6.5

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

共同住宅

330

264.00132.00

ファミリータイプ、約４４㎡ 100.0 外階段のため

60 200 200

132.00 100.0 132.00
329,4722.0

1,248 164,736
～

264.00 264.00 329,472
658,944

3,953,664329,472

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

6,326658,944

3

0

3,801,843 11,521

％

＝×

11.0 29.5

２

⑤公法上の規制等

市道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

1,361

1,334

100

100

( )

1,401

1,250

1,248

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

100100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

1,191

100

100 100

100

100 100

100

100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

100.0

～

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

1,250(

1,251

ＬＳ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

住宅

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 264.00 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金により担保されており、計上しない。 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

158,147

4.03,953,664

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円3,795,517

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0％×

＝0.3400円× 96.0％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 17,470

円

円

円

円

円

円

円

148,000

118,610

277,500

37,000

37,000

0

％50.0

0.4×37,000,000

3.0×3,953,664

査定額

37,000,000 × 15.00× ／ 1000

37,000,000

0.10

× 0.10

37,000,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.0

45

20

0.0

35

15

0.5 年 0.9707

円2,767,600

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

3,166,263

2,767,600

398,663

386,982

1,173

3,801,843

635,580

(

(経費率 円/㎡)

23,500

16.71,926

264.00140,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

635,580

37,000,000

0.0748

8,387

5.0

7,739,640

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

10－ 宅地-5米子（県）

％ 年35 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0611 45 0.0963 20％＋

仕上部分

×0.0802 35



10－ 宅地-7

Ｎｏ

米子（県）

米子市博労町三丁目37番1 2702000437198-0000

所在及び地番 不動産ＩＤ

４　不動産ＩＤ

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

備考


